








（単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金額

（流動資産）

預金 普通預金 運転資金として 128,195,539

三菱UFJ銀行・大森支店

前払金 事務所の４月分賃借料等 公益目的事業及び管理業務に使用している 430,252

未収利息 三菱UFJ銀行・大森支店 受取利息の未収分 1,326,392

129,952,183

（固定資産）

基本財産 預金 普通預金 公益目的事業及び管理業務に使用している 2,395,564

三菱UFJ銀行・大森支店

投資有価証券
第177回共同発行市場
公募地方債他12銘柄

運用益を公益目的事業及び管理業務に使用している 1,059,177,399

東京海上ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式 寄付により受け入れた株式であり、長期間保有する 9,595,389,810

ことにより、運用益を公益目的事業及び管理業務に

使用している

特定資産 奨学資金積立資産 普通預金 奨学金事業の積立資産であり、奨学金支給資金とし 535,400

三菱UFJ銀行・大森支店 て管理している預金

第52回三菱UFJﾘｰｽ社債
他9銘柄

奨学金事業の積立資産であり、運用益を奨学金事業 465,929,480

に使用している

ｷﾘﾝﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式他２銘柄 奨学金事業の積立資産であり、運用益を奨学金事業 216,011,095

に使用している

退職給付引当資産 定期預金 退職給付の支払財源として積み立てている 1,983,000

三菱UFJ銀行・大森支店 資産である

その他固定資産 建物 東京都大田区大森北1-5-1 公益目的事業及び管理業務に使用している 1

賃借建物事務室間仕切り

什器備品 応接セット 公益目的事業及び管理業務に使用している 1

電話加入権 3本 公益目的事業及び管理業務に使用している 225,900

11,341,647,650

   資産合計 11,471,599,833

（流動負債） 未払金 富士通ﾘｰｽに対する未払額他 公益目的事業及び管理業務に係る賃借料の未払他 1,023,430

預り金 源泉税 源泉税未払分 288,450

賞与引当金 職員に対するもの 職員に対する6月賞与の支給見込額のうち当期に 1,570,000

帰属する額

　流動負債合計 2,881,880

（固定負債） 退職給付引当金 職員に対するもの 職員に対する退職金の支払に備えたもの 1,983,000

　固定負債合計 1,983,000

4,864,880

11,466,734,953

　　負債合計

    正味財産

財　産　目　録
2024年3月31現在

貸借対照表科目

流動資産合計

 固定資産合計



財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

（5）消費税等の会計処理

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次の通りです。

科　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

1.基本財産 円 円 円 円

普通預金 2,395,564 0 0 2,395,564

投資有価証券 6,255,786,089 4,498,822,120 100,041,000 10,654,567,209

 基本財産合計     6,258,181,653 4,498,822,120 100,041,000 10,656,962,773

2.特定資産

(1)奨学資金積立資産

普通預金 814,619 535,400 814,619 535,400

投資有価証券 581,142,339 100,798,236 0 681,940,575

 奨学資金積立資産合計 581,956,958 101,333,636 814,619 682,475,975

(2)退職給付引当資産 4,893,000 476,000 3,386,000 1,983,000

 特定資産合計 586,849,958 101,809,636 4,200,619 684,458,975

合       計 6,845,031,611 4,600,631,756 104,241,619 11,341,421,748

  よっております。

１．重要な会計方針

（1）有価証券の評価基準及び評価方法

  ① 満期保有目的の債券は原価法によっております。

  ② その他有価証券

  時価のある有価証券は期末日の市場価格等に基づく時価法(売却原価は移動平均法により算定)に

　 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

（2）固定資産の減価償却の方法

  定額法を採用しております。

（3）引当金の計上基準

  ① 賞与引当金

   職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上しております。

  ② 退職給付引当金

   職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において発生して

   いると認められる額を計上しております。なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて

   計算しております。

（4）リース取引の処理方法

 ・ファイナンス・リース取引

   通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

   消費税等の会計処理は、税込方式によっております。



３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次の通りです。

科　　目 当期末残高
(うち指定正味財産
からの充当額）

(うち一般正味財産
 からの充当額）

 (うち負債に
   対応する額）

1.基本財産 円 円 円 円

普通預金 2,395,564 (1,218,401) (1,177,163) ―

投資有価証券 10,654,567,209 (10,516,541,409) (138,025,800) ―

 基本財産合計     10,656,962,773 (10,517,759,810) (139,202,963) ―

2.特定資産

(1)奨学資金積立資産

普通預金 535,400 ― (535,400) ―

投資有価証券 681,940,575 ― (681,940,575) ―

 奨学資金積立資産合計 682,475,975 ― (682,475,975) ―

(2)退職給付引当資産 1,983,000 ― ― (1,983,000)

 特定資産合計 684,458,975 ― (682,475,975) (1,983,000)

合       計 11,341,421,748 (10,517,759,810) (821,678,938) (1,983,000)

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次の通りです。

科　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物 円 円 円

　事務室間仕切 274,000 273,999 1

什器備品

　応接セット 189,000 188,999 1

合       計 463,000 462,998 2

５．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次の通りです。

帳簿価額 時価 評価損益

円 円 円

第10回みずほﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ社債 100,000,000 99,211,000 △ 789,000

第177回共同発行市場公募地方債 26,000,000 25,867,400 △ 132,600

第15回三菱UFJﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ社債 100,000,000 98,341,000 △ 1,659,000

第184回共同発行市場公募地方債 52,000,000 51,443,600 △ 556,400

第117回20年国債 101,278,608 110,067,000 8,788,392

第120回20年国債 29,872,800 32,196,000 2,323,200

第26回三菱UFJﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ社債 20,755,800 19,468,400 △ 1,287,400

第27回物価連動10年国債 32,541,191 32,010,000 △ 531,191

第136回20年国債 99,034,000 108,096,000 9,062,000

第10回30年国債 99,695,000 103,989,000 4,294,000

第244回共同発行市場公募地方債 100,000,000 98,350,400 △ 1,649,600

100,000,000 107,303,600 7,303,600

第1回東京海上日動期限前償還条項付劣後債 198,000,000 195,440,000 △ 2,560,000

1,059,177,399 1,081,783,400 22,606,001

種 類 及 び 銘 柄

第148回20年国債

合　　　計



６．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次の通りです。

金　額
円

　基本財産受取利息計上による振替額 10,009,585

　基本財産受取配当金計上による振替額 225,449,835

235,459,420

７．関連当事者との取引の内容は、次の通りです。

　属性 支配法人

　法人等の名称 東京海上日動火災保険株式会社

　住所 東京都千代田区大手町2-6-4

　資本金の額 1,019億円(2024年3月31日現在）

　事業の内容又は職業 損害保険事業

　議決権の所有（被所有）割合 －

役員の兼務等 理事　2名

事業上の関係 寄付者

  取引の内容 事業資金の寄付

　取引金額 12,600,000円

　科目 －

　期末残高 －

東京海上日動火災保険株式会社は、被所有割合はないが実質的な影響力をもっているため支配

法人としております。

（取引条件及び取引条件の決定方針等）

 取引条件は、当該関連当事者と協議の上、決定しております。

８．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

  当法人は、公益目的事業の財源の相当部分を運用益によって賄うため、債券、株式により

  資産運用しております。なお、デリバティブ取引は行わない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク

  投資有価証券は、債券、株式であり、発行体の信用リスク、市場価格の変動リスクにさら

  されております。

（3）金融商品のリスクに係る管理体制

 ①資産運用規程に基づく取引

  金融商品の取引は、当法人の資産運用規程に基づき行います。

 ②信用リスクの管理

  債券については、発行体の状況を定期的に把握し、理事会に報告いたします。

 ③市場リスクの管理

  株式については、時価を定期的に把握し、理事会に報告いたします。

合　　　計

  関係内容

内 　　　容
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